
名古屋税関保税会殿

電子貿易の仕組みと課題

国際電子商取引円滑化貢献グループ

パートナー 渡邊浩吉

２０１１年５月１８日

1All rights reserved ©2010-2011 TEDI-npo



2

一回の入力・送信で全ての手続を済ませる日本の官民共同貿易システムやノウハウを、ASEAN諸国が導入する事を支援する
各国に導入されたシステムを連携し、輸出許可や原産地証明などの情報を瞬時に共有、企業の煩雑な書類提出の手間を省く
2020年を目途に日本・ASEAN地域に切れ目ない物流網を実現、日本企業がアジアに張り巡らせたサプライチェーンの基盤強化
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貿易に必要となる文書の数はケースにより多くあるが、重複記載の多い部分を表示 例外も多い

○ →書類作成に於けるデータの源

契約書 インボイス ﾊﾟｯｷﾝｸﾞﾘｽﾄ 船積指図 通関申告 B/L Way Bill 貨物保険 原産地証明

契約番号 ○ ○ ○ ○ ○ ○

インボイスNo ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

荷主 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

仕向人 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

荷受人 ○ ○ ○ ○ ○

品名 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

数量 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

金額 ○ ○ ○ ○

船名 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

積港 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

荷積/揚日 予定 ○ ○ ○ 予定 ○ ○ ○ ○

B/L WB No ○ ○ ○ ○ ○ ○

揚港 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

荷印 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

作成・発行 荷主 荷主 荷主 荷主 代理店 船社 船社 保険会社 商工会議所

各種貿易文書における「重複記載」のイメージ

◎2008年10月から「荷主」もNACCSに参加可能
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オーストラリア輸入申告の一部 転記 日本から伝送される電子文書 （輸出許可）
（＋ 「減免税」他） 電子インボイス 電子パッキングリスト

Owner Name 仕向人
Valuation Date 荷積日
Invoice Total 金額

Overseas Freight 金額
Overseas Insurance 金額

FOB Price 金額
Vessel Name 船名
Loading Port 積港
Gross Weight 梱包重量
Cargo Type 荷姿
B/L WB No. B/L WB No

No. of Package 個数
Marks & Numbers 荷印

Supplier Name 荷主名
Goods Description 品名・仕様

Ｑｕａｎｔｉｔｙ 数量
Origin Country 原産地

輸出国からの貿易文書電子データが輸入通関に活用される可能性

オーストラリア輸入申告の所要項目に日本のインボイス・パッキングリストの項目を突合

[註] 現在、日本ーオーストラリア間で実行されているわけではありません。

⇔ 各国に導入されたシステムを連携し、輸出許可や原産地証明などの情報を瞬時に共有、
企業の煩雑な書類提出の手間を省く ・・・日経記事

◎電子通関システムにアクセスすると輸出側データが埋め込まれた輸入申告画面が出て来るだけでも効率向上
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輸出側データ共有圏

データ変換・伝送・再変換

税関

代理店

倉庫

輸送

保存

原データ

輸出者

その他当局

SINGLE
WINDOW SINGLE

WINDOW

税関その他当局

代理店

倉庫

輸送

保存

輸入側データ共有圏

輸入者

貿易に関わる電子データの国内共有と海外での転用

電子貿易サー
ビス提供機関

電子貿易サー
ビス提供機関

国際共通標準仕様

情報を瞬時に共有

(例NACCS)
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電子貿易文書の用途

文書作成作業上の用途

ビジネス上の用途

データ転記を容易にすることで

二重入力の回避や転記エラーの縮減
を実現する

通関申告に関わる裏付け資料として

商業上の代金決済のため

税関による事後調査や国税の調査の
ための保存証拠書類として



電子貿易の３要素

貿易文書
標準フォーマット

データ送達の仕組み

法的枠組み

白紙にタイプすれば、何で
もできる書面の文書と違い、
予めデータ入力場所を特定
したフォーマットが必要

オリジナルの電子文書を改竄や
欠落無しに安全確実に先方に送
達出来ることが必要
⇒ポスト・ 郵便システムに該当

係争解決の仕組みを予め合
意しておくことが必要
（例）受取ったとは・・・
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電子文書標準フォーマット

商品情報データ

船積情報データ

電子インボイス
標準フォーマット

電子船積指図
標準フォーマット

商品情報は電子インボイスの標準フォーマットで、船積情報は電子船積指図
の標準フォーマットでカバーされる。
一部の船積案件において、コア部分以外の関連情報で、標準フォーマットの
項目・容量に入りきらない部分が生じる場合は、先方に別途連絡が必要とな
るケースもあり得る。 8All rights reserved ©2010-2011 TEDI-npo

単純過ぎず
複雑過ぎず

国際共通標準仕様
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国際共通
標準仕様

電子貿易サービ
ス提供者・各国
のSingle Window

輸出者

輸入者

電子貿易サービ
ス提供者・各国
のSingle Window

電子貿易サービ
ス提供者・各国
のSingle Window

電子貿易サービ
ス提供者・各国
のSingle Window

輸出者

輸入者

輸出者

輸入者

輸出者

輸入者

国際電子データ送達の仕組み

税関 税関

税関 税関

⇔ 日本の官民共同貿易システムを、ASEAN諸国が導入する事を支援（記事）

国際
Single Window
のような機能

標準文書だけ
でなくルール
も統一
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電子貿易サービ
ス提供者・各国
のSingle Window

輸出者

輸入者

電子貿易サービ
ス提供者・各国
のSingle Window

電子貿易サービ
ス提供者・各国
のSingle Window

電子貿易サービ
ス提供者・各国
のSingle Window

輸出者

輸入者

輸出者

輸入者

輸出者

輸入者

法的枠組み



Cambodia Myanmar

Malaysia Philippines

KoreaChina

Laos

Brunei

Singapore Macao

日本 Chinese Taipei Hong Kong

New Zealand

Canada Mexico

Russia

Indonesia

Australia Papua New Guinea

United States

Peru Chile

Vietnam

Thailand

APEC ( 国家間連合 )

ASEAN ( 国家間連合 )

PAA ( 民間の電子通関システム関連機関の連合 )

アジアの経済連合 （PAA = Pan Asian e-Commerce Alliance）

ESCAP ( 国連アジア太平洋経済社会委員会 )
参加国： 下記含めアジア・太平洋 ５３カ国 準参加国 ９カ国

Pan Asian e-Commerce Alliance 
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ＰＡＡ
共通標準

ﾌｫｰﾏｯﾄ

日本（ＮＡＣＣＳ）
National Single Window

輸出者

輸入者

ＰＡＡメンバー
National Single Window

ＰＡＡメンバー
National Single Window

ＰＡＡメンバー
National Single Window

輸出者

輸入者

輸出者

輸入者

輸出者

輸入者

ＰＡＡのデータ送達の仕組み

税関 税関

税関 税関

ＰＡＡの
法的枠組み



PAA
サービス
提供機関

輸入側
利用者

輸出側
認証局
(CA*²)

輸入側
認証局
(CA*²)

輸出側
利用者

PAA
サービス
提供機関

CA認定局
Policy

Authority

Interconnection Specification,  etc…

Message Processing Specification

PAA Privacy Policy

Interconnection
Agreement

Charter

利用契約利用契約

ＰＡＡ Ｃｌｕｂ Ａｇｒｅｅｍｅｎｔ（ネットワーク協定）

PAA 証明書ポリシー（電子署名 用途規定）

CA認定 CA認定

CPS*³

*²  Certification
Authority

*³  Certification
Practice
Statement

（運用約款）

CPS*³登録登録
（オプション）

ＰＡＡの法的枠組み

登録
（オプション）

登録

書面文書として作成され署名が付される。

サービス提供
協約類

電子版
公証人

電子版
公証人
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電子貿易をめぐる話題

海外におけるトピックス

ALADI による原産地証明の統一標準電子フォーマット提供
MERCOSUR、CANなど南米には自由貿易協定が多重的に存在するが、これらが
各々必要とする原産地証明に統一した電子フォーマットを提供することで、
ALADI（ラ米統合連合）域内の電子貿易の促進と標準化を図っている。
(ALADI原産地証明共通フォーマットは仮訳を付け http://tedi-npo.com に掲載)

電子インボイス使用の義務化
• 南米には行政の Single Window 整備と相まって、国内用を中心に電子インボ
イス使用を義務化する動きがある。（メキシコ、アルゼンチン、エクアドル）
政府による取引実態把揜のための手立てという側面あり。
• 電子インボイスはブラジルとメキシコの間で官用・民用の両目的で交換試験
• 国連ESCAPでは通関手続きの透明化を目的の一つに挙げている。

荷主のNACCS参加

2008年10月から荷主もNACCSに参加可となり、船積指図やインボイス・パッ

キングリスト入力に新たに対応されたことで、荷主の電子貿易システム整備
にも拍車が掛かった。改訂京都規約の方向性に則り通関に関わる裏付け資料
は縮減される傾向にあるが、多くの貿易取引データの源泉である荷主が発信
するデータを関係者が文書作成に使い回すことで、関係者の作業が効率化す
ると同時に荷主も突き合せチェックが不要となり全体の効率が向上した。



データ伝達の仕組 ①

輸出者
から受
信した
フォーマット

国際標準

フォー
マット

輸入者
に送信
した

フォーマット

国際標準

フォー
マット

変換 変換

輸出者 輸入者
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資料－１

輸出国側

電子貿易サービス提供者か
National Single Window

輸入国側

電子貿易サービス提供者か
National Single Window



輸出者 輸入者輸出国側

電子貿易サービス提供者か
National Single Window

輸入国側

電子貿易サービス提供者か
National Single Window

の電子署名 の電子署名の電子署名

ドキュメントの所有権
が輸入者に移転する

送信ドキュメントの所有権は輸出者 が保持する。
システム提供者 や が所有権を持つ期間は無い。

Ａの電子署名は、Ｂによる

フォーマット変換により終
焉するので、変換後の電子
ドキュメントにはＢが代理
で電子署名しＣに伝送。

Ｂの電子署名は、Ｃによる

フォーマット変換により終
焉するので、変換後の電子
ドキュメントにはＣが代理
で電子署名し輸入者に伝送。

ネットワーク協定によ
り、Ｃの電子署名があ
れば輸出者Ａが電子署
名したドキュメントで
あることが保障される。

データ伝達の仕組 ②
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電子署名

ドキュメントデータの所有権

資料ー２



輸出者
輸入者輸出国側

電子貿易サービス提供者か
National Single Window

輸入国側

電子貿易サービス提供者か
National Single Window

データ伝達の仕組 ③
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Ｇ-Ｇ ベースでの活用：（例）電子原産地証明（ e-C/O ）

e-C/O発給申請

発給機関

申
請

発
給

e-C/O

発給されたe-C/Oの番号、その他データ

優遇申請

許可内
容
照
会

回
答

FTA/EPA協定による規定上、書面の証明書が併用されることや、システム上の
制約からデータ伝送をせず、輸入国の税関が必要に応じて発給国のWeb Site 
にアクセスして照会する形でスタートすることが考えられる。

税関

原産地証明の他にも、「通関申告」や「インボイス」にも同様に適用の可能性あり。

資料－３
[原産地証明などの情報を
瞬時に共有]―日経記事



法的枠組み ①

参加国のサービス提供者・利用者全員がネッ
トワーク協定に署名するのではなく、サービ
ス提供者間、利用者ー提供者間で署名される
各々の規約にネットワーク協定遵守を盛込む。

18
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Regional Single Window (ASEAN,  UN/ESCAP,   etc)

e-Commerce  Alliance  (PAA etc)

National Single Window
電子貿易サービス提供者

National Single Window
電子貿易サービス提供者

ネットワーク協定遵守を盛込む

（ネットワーク協定遵守を盛込む）

（ネットワーク協定遵守を盛込む）

サービス提供者同士が
合意し署名する。

資料－４



法的枠組み ②
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ネットワーク協定の要件（例）

適用範囲と総則
ネットワークに参加するシステム提供者の資格と義務
システム提供者が契約する利用者の資格と義務
ネットワークサービスを利用するための標準ドキュメントフォーマット
ドキュメントデータと関連記録の取扱
電子署名の取扱
ドキュメントデータのフォーマット変換
ドキュメントデータの所有権と移転
サービスレベル
ドキュメントデータの保全
個人データ保護
守秘義務
免責条項
損害賠償
仲裁あるいは裁判を行う場所と準拠法

資料－５



法的枠組み ③
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Single Window 協定の要件
（国連勧告３５号による Regional Single Window としての協定ガイドライン ）

Single Window 構築にあたっての法的基盤
Single Windowの機能と組織
データ保護
政府機関のデータへのアクセスと共有
利用者の識別、判定、利用許可
データの品質保持
利用に関わる責任と義務
仲裁裁定と紛争解決
電子ドキュメント
電子保存
知的財産権とデータベースの所有権
サービス提供業務に関わる独占の排除

資料－６
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ご清聴有難うございました。

関連事項に関しましては 国際電子商取引円滑化貢献グループの
Web Site （ http://tedi-npo.com ）に幾つかの記事が掲載さ
れておりますので、ご縦覧いただければ幸甚に存じます。

後日ご質問等がございましたら、渡邊宛て下記にご連絡願います。

info@tedi-npo.com


